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（１）背景 
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参考資料
九州市におけるＰＣＢ処理事業検討の前提 

おけるこれまでの経緯 

和４３年に発生したカネミ油症事件でその毒性が社会問題化し、昭和４７

の中止、回収、保管の行政指導がなされ、昭和４９年には「化学物質の審

規制に関する法律」により製造、輸入及び新たな使用が原則禁止された。

年にわたって、事業者によって保管されている。 

長期の保管に伴い、不明、紛失の事例が報告されるなど、処理体制の整備

な課題となっている。 

における取り組み 

早急なＰＣＢ処理体制を確立するために、平成１２年１２月に国は北九州

Ｂ処理施設の受入に関する要請を行った。これを受けて北九州市は、平成

全性や公開性等の確保を大前提として国が準備作業に取り掛かることを了

、独自にＰＣＢ処理安全性検討委員会を設けて検討を開始した。 

市では、委員会における検討と並行して、市民への説明会を１００回以上、

に対して実施した。 

委員会からの提言や市民からの意見を踏まえて考え方をとりまとめ、市議

ＣＢ処理事業の受入にあたり、安全性の確保等に向けた措置を講じること

の意見書が可決された。 

、これらの取り組みを踏まえ最終的な条件等として「北九州市におけるＰ

ついて」をとりまとめ、本年１０月に国に対して提示した。国からは「安

の北九州市からの条件について万全を期して実施する。」などの回答がなさ
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S43 カネミ油症事件によりＰＣＢの危険性が顕在化 

 

 

 
長期間の事業者による保管  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国から北九州市にＰＣＢ処理施設の受け入れに関する要請 

保管による不明・紛失の危険性

国際的には処理の進展 
条約による処理完了目標の設定

H13.2 

H12.12 

北九州市は、安全性、公開性の確保等を大前提として、国が準備

作業に取り掛かることを了解。 

処理技術の確立 

 

 

 

 

 

 

H13.2 

ＰＯＰｓ条約採択

ＰＣＢ特措法成立
市民の意見 

H13.8 北九州市においてＰＣＢ処理事業を行う場合の考え方を取りまとめ 

北九州市は、独自に北九州市ＰＣＢ処理安全性検討委員会を設置 

 

 

 

 

 

北九州市議会から「ＰＣＢ処理事業の受入にあたり、安全性の確保等

に向けた措置を講じることを要請する」との決議 

H13.9

 

 

 

 

H13.10 北九州市においてＰＣＢ処理事業を行う場合の条件等を国に提示 

 

 

 H13.10 環境大臣からの条件等に対する回答 
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２．北九州市におけるＰＣＢ処理事業検討の前提 

 

 「北九州市におけるＰＣＢ処理事業について」で示された条件をもとに、北九州市にお

けるＰＣＢ処理事業検討の前提について､整理すると以下のようになる。 

 

（１）事業主体 

 国の監督のもと、環境事業団が処理施設整備及び運営の主体となる。 

 

（２）対象エリア 

西日本の１７県（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛

県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）

とする。 

 

（３）処理の順序 

 北九州分を先行して処理を行い､次いで福岡県内分、引き続き 17 県分を処理すること

を想定する。 

 

（４）処理対象物 

高圧トランス及び高圧コンデンサ（約 12 万 3 千台注１、ＰＣＢ量約 1万 1 千㌧注２）の処

理を先行するが、低圧トランス、低圧コンデンサ、安定器、廃ＰＣＢ等についても処理

を行う。 

（注１）平成 10 年度に厚生省が調査した全国の高圧トランス、高圧コンデンサ約 37 万台のうち北

九州市における処理事業の対象となる 17 県分（全体量の約 1/3） 

（注２）高圧トランス及び高圧コンデンサ１台当たりの平均ＰＣＢ使用量を約 90kg として換算。 

（詳細は、ＰＣＢ特措法に基づく保管事業者からの届出及び各県の調査により確定。） 

 

なお、現時点で想定される高圧トランス・コンデンサの計画処理量は､表 1 に示すとお 

り。 

表１ 高圧トランス・高圧コンデンサの計画処理量（現時点での想定） 

処理量 
 対象地域 処理期間 

台数 ＰＣＢ量 

第１期 北九州市分 ２年 約２，４００台注１ 約２２０トン

第２期 
西日本 

１７県分 
８年 約１２０，９００台注２ 約１０，９００トン

注１）現在保管中の約２，１００台に使用中の約９００台の１／３を加えた台数 

注２）第２期の処理台数は、処理対象物の高圧トランス・高圧コンデンサ１２万３千台から北九州市分を

差し引いた値。 

 出展：北九州市ＰＣＢ処理安全性検討委員会 報告書 
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 また、北九州市内で保管されているＰＣＢ廃棄物及び使用中の高圧トランス・コンデン

サは､次に示すとおり。 

表２ 市内事業場のＰＣＢ廃棄物の保管状況 (平成 13 年 3 月 31 日現在) 

 民間事業場 北九州市 合計 

保管事業場数 14 2 16
高圧トランス 

保管量（台） 477 4 481

保管事業場数 269 1 270
 

高圧ｺﾝﾃﾞﾝｻ 
保管量（台） 1,458 194 1,652

保管事業場数 273 2 275
小計 

保管量（台） 1,935 198 2,133

保管事業場数 3 1 4
廃感圧複写紙 

保管量（ｋｇ） 551 3,374 3,925

保管事業場数 10 1 11
廃ＰＣＢ等 

保管量（ｋｇ） 549,478 1,835 551,313

保管事業場数 32 1 33
安定器等 

保管量（個） 9,012 22,150 31,162

保管事業場数合計 298 2 300

     出展：北九州市ＰＣＢ処理安全性検討委員会 報告書 

  表３ 市内事業場のＰＣＢ入りトランス等使用状況 (平成 13 年 3 月 31 日現在) 

 民間事業場 北九州市 合計 

使用事業場数 12 1 13
高圧トランス 

使用量（台） 36 1 37

使用事業場数 169 8 177
高圧コンデンサ 

使用量（台） 838 13 851

使用事業場数 174 9 183
合計 

使用量（台） 874 14 888

出展：北九州市ＰＣＢ処理安全性検討委員会 報告書 

（５）処理期間 

  操業開始後約１０年間とする。 

 

（６）立地場所 

  北九州市の条件（北九州市におけるＰＣＢ事業に係る条件、平成１３年１０月）にお

いて、立地場所は、響灘地区総合環境コンビナート（北九州市エコタウン地区）に隣接

した地区が提案されている（用途地域は工業専用地域）。 
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立 地 場 所 

立地場所詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

響灘大橋 

北九州ｴｺﾀｳﾝ事業

総合環境ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ

響ﾘｻｲｸﾙ団地 

若戸大橋

立地場所 

                  出展：北九州市ＰＣＢ処理安全性検討委員会 報告書より一部加筆 
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出展：北九州市記者発表資料(H13.9.06)「北九州市におけるＰＣＢ処理事業についての考え方」 
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北九州エコタウン事業

総合環境コンビナート

立 地 場 所 

（本区域内で適切な場所を選定）

洞海湾 

出展：北九州市資料を一部加筆 
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